
歳入

自主財源
37.3％

依存財源
62.7％

町税
２０億2,857万円

繰入金
１億１,６４９万円
諸収入
１億２,３９１万円
分担金・負担金
３,２５４万円

使用料・手数料
２億３,１０３万円

繰越金
２,４２２万円

財産収入・寄付金
４億９,７５３万円

地方交付税
１７億２,０００万円

国庫支出金・
県支出金
２４億８,５３０万円

地方債
５億３,８５０万円

その他
４,７１６万円

地方譲与税
４,９５０万円地方消費税交付金

２億９,４３２万円

地方債
町の借金は約120億4,723万円

基金
町の貯金は9億9,257万円

　町の地方債残高は令和２年3月末で120億4,723万円
（前年度比△３億5,659万円）です。
　私たち一人当たりの借金額は約75万4,000円となります。
　今後借入を行わなかった場合、令和31年度に借金の返
済が完了します。 

　町の貯金にあたる「基金」の合計額は9億9,257万円です。
　私たち一人当たりの貯金に換算すると約6万2,000円の
貯金額となります。
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　歳入財源のうち町が自主的に収入できる財源は、ふるさ
と納税が大きく増加し前年度から2億1,838万円増加しま
した。しかしながら、自主財源の構成比は全体の37.3%と
半分を下回っており依然として、地方交付税や国庫支出
金・県支出金などへの依存度が高いことがわかります。
　令和元年度の歳入決算額は、普通建設事業の実施に伴う
国庫支出金、普通交付税の増額により前年度から10億
1,837万円増加しました。

一般会計歳入
81億8,906万円

名　称 金　額
財政調整基金 ５億7,507万円
減債基金 5,375万円
社会福祉振興基金 110万円
環境整備協力費基金 5,018万円
福祉のまちづくり基金 5,335万円
ふるさと・水と土保全基金 807万円
収入印紙等購入基金 200万円
地域優良賃貸住宅基金 484万円
国民健康保険基金 １億1,408万円
介護給付費準備基金 １億3,012万円

合　計 ９億9,257万円

会計名 令和元年度末残高 前年度比

一般会計 58億2,918万円 7,738万円

水道事業会計 11億443万円 △4,900万円

下水道事業会計 51億1,362万円 △3億8,497万円

合　計 120億4,723万円 △3億5,659万円

民生費
２２億８,１５１万円

総務費
１７億７,０７４万円

土木費
２２億３２１万

公債費
５億３９７万円 歳出

(目的別）

商工費
７,８７９万円

農林水産業費
２億１,５１７万円

教育費
５億４,９６５万円

衛生費
３億２,６８６万円

消防費
５,６３３万円

議会費
１億１７９万円 その他（災害復旧費）

４６９万円

歳出
(性質別）

義務的
経費
33.7％

投資的経費
24.7％

その他
経費
41.6％

公債費
５億３９７万円

扶助費
１２億２,０７６万円

繰出金
７億６,４２４万円

普通建設事業費・災害復旧事業費
１９億９,６９０万円

補助費等
１３億９,９９２万円

投資及び出資金
１億１４３万円

物件費
９億３,１１７万円

積立金
１億５,５０２万円

維持補修費・その他
１,７８０万円

人件費
１０億１５０万円

※1　一般会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す指標
※2　すべての会計の赤字の程度から財政運営の状況を示す比率
※3　借入金の返済額などから資金繰りの程度を示す比率
※4　すべての会計における将来の財政負担の程度を示す比率
※5　公営企業の経営状況を示す比率

健全化判断比率・資金不足比率
早期健全化基準は全てクリア

特別会計
　特定の事業を行うために一般会計と分けて設置されて
いる特別会計は、全会計が黒字決算となりました。 
  

※水道事業会計および下水道事業会計の資本的収支不足額は、損益勘定
留保資金、消費税および地方消費税資本的収支調整額などで補てん
しています。

注）資金不足比率は、資金不足額がないため「－（該当なし）」を記載しています。

注）実質赤字比率および連結実質赤字比率は、赤字額がないため「－（該当なし）」を記載しています。 
【資金不足比率】※5

【健全化判断比率】

（単位：％)

（単位：％）
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　令和元年度の歳出決算額は、地域優良賃貸住宅の整備に伴う普通
建設事業費の増加により前年度から9億7,123万円増加しました。
　歳入から歳出を差し引いた額のうち、次年度に繰り越された事業
に必要な財源2,174万円を差し引いた7,461万円が実質収支額（黒
字）となります。この実質収支額は、一部を基金（貯金）に積立て、
残金は翌年度の歳入財源として繰越されます。

一般会計歳出
80億9,271万円

－ － 7.6 47.0長洲町
(15.0) (20.0) (25.0) (350.0)早期健全化基準
(20.0) (30.0) (35.0)財政再生基準

実質赤字
比率※1

連結実質
赤字比率※2

実質公債費
比率※3

将来負担
比率※4区　分

－ －長洲町
（20.0）※公営企業会計ごと経営健全化基準

水道事業会計 下水道事業会計区　分

会計名 歳入 歳出 差し引き
国民健康保険
特別会計 21億8,377万円21億2,014万円 6,363万円

介護保険特別会計 17億2,100万円16億9,295万円 2,805万円
後期高齢者医療
特別会計 2億237万円 2億158万円 79万円

会計名 収入 支出 差し引き

水道
事業会計

収益的
収　支 2億4,106万円 2億3,668万円 438万円

資本的
収　支 133万円 7,872万円 △7,739万円

下水道
事業会計

収益的
収　支 8億8,905万円 8億3,838万円 5,067万円

資本的
収　支 3億2,824万円 6億8,161万円△3億5,337万円
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国民健康保険

介護保険

後期高齢者
医療

公共下水道
事業

浄化槽施設
整備事業

水道事業

〇１人当たりが納める保険税額

〇１人当たりの医療費

※被保険者数

〇１人当たりが納める保険料

※被保険者数

〇介護認定者１人当たりの介護費

※認定数

〇１人当たりが納める保険料

〇１人当たりの医療費

※被保険者数

〇下水道 1㎥当たりの使用料

〇汚水処理 1㎥当たりの費用

〇浄化槽 1㎥当たりの使用料

〇汚水処理 1㎥当たりの費用

〇水 1㎥当たりの使用料

〇水 1㎥当たりの浄水費用

84,137円

488,790円

3,861人

63,509円

5,650人

1,654,400円

936人

47,200円

1,097,851円

2,651人

175円

137円

169円

327円

131円

137円

7,292円

1,516円

51万2,617円

給　与

うち基本給
（町税などの自主
財源）

うち諸手当
（国・県補助金、
 地方交付税など）

銀行からの借入れ
（地方債）

貯金の取崩し
（繰入金）

前月の繰越し
（繰越金）

合　計

6万2,692円

7万6,417円

3万1,547円

5万8,289円

1,114円

8万7,632円

5万4,189円

12万5,002円

9,704円

50万6,586円

家電製品の購入
（普通建設事業費）

貯金（積立金）

合　計

食費（人件費）

教育費・医療費
（扶助費）
ローン返済
（公債費）

光熱水費（物件費）

家の修繕費
（維持補修費）
区費やサークル会費
（補助費等）
家族への仕送り（繰出
金、投資及び出資金）

47万100円

18万2,383円

28万7,717円

3万3,709円

歳　入 歳　出

議会費 総務費 民生費

町議会の運営に
6,372円

町全般の管理や
企画調整に
11万845円

福祉の増進のために
14万2,817円

清掃、予防衛生に
2万461円

農林水産業の振興に
1万3,469円

商工業の振興に
4,932円

道路などの整備に
13万7,916円

消防・防災に
3,526円

学校教育の充実に
3万4,407円

借入金の返済に
3万1,547円 294円

衛生費 農林水産業費

商工費 土木費

使い道は？

消防費

教育費 公債費 その他の支出

区　分

町 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

合　計

７億３,９１３万円

１１億２,４２４万円

５,３８７万円

１億１,１３３万円

２０億２,８５７万円

歳　入

〈私たちが納めた税金〉

私たち一人当たりに使われたお金は次のとおりです。一人当たり約50万6,586円の歳出

私たちが納めた税金とその使い道

私たちが納めた税金は次のとおりです。

私たち一人当たりが納める
保険料や水道使用料などは？

　令和元年度の一般会計決算額（歳入81億8,906万円、
歳出80億9,271万円）を人口（15,975人/令和２年３月
現在）で割ると、次のようになります。

町の財政を家計に例えると？
毎月の給与約47万円、貯金は9,704円
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令和２年度 予算執行状況

歳　　　入 歳　　　出
区　　　分 予算現額 収入済額 収入率 区　　　分 予算現額 支出済額 執行率

町税 19億9,591万円 10億3,389万円 51.8% 議会費 1億421万円 5,366万円 51.5%
地方譲与税 5,235万円 1,371万円 26.2% 総務費 37億4,556万円 24億8,781万円 66.4%
利子割交付金 145万円 37万円 25.8% 民生費 27億5,533万円 12億2,580万円 44.5%
配当割交付金 310万円 131万円 42.3% 衛生費 3億4,324万円 1億1,926万円 34.7%
株式譲渡所得割交付金 265万円 ０万円 0.0% 農林水産業費 4億6,885万円 2億2,612万円 48.2%
法人事業税交付金 1,236万円 1,139万円 92.2% 商工費 4,182万円 2,932万円 70.1%
地方消費税交付金 3億8,000万円 2億138万円 53.0% 土木費 10億8,647万円 4億7,118万円 43.4%
環境性能割交付金 278万円 96万円 34.4% 消防費 8,447万円 2,925万円 34.6%
地方特例交付金 1,441万円 1,441万円 100.0% 教育費 5億4,146万円 2億1,737万円 40.1%
地方交付税 17億6,640万円 12億2,595万円 69.4% 公債費 5億4,231万円 2億6,821万円 49.5%
交通安全対策特別交付金 99万円 ０万円 0.0% 災害復旧費 1,275万円 － －
分担金及び負担金 2,643万円 956万円 36.2% 予備費 3,001万円 － －
使用料及び手数料 2億4,586万円 9,228万円 37.5%
国庫支出金 28億5,256万円 19億55万円 66.6%
県支出金 8億1,989万円 1億9,095万円 23.3%
財産収入 700万円 396万円 56.6%
寄附金 ５億円 3億1,534万円 63.1%
繰入金 3億1,457万円 2,500万円 7.9%
繰越金 5,635万円 5,635万円 100.0%
諸収入 9,073万円 1,903万円 21.0%
地方債 6億1,070万円 0万円 0.0%

合　　　計 97億5,647万円 51億1,640万円 52.4% 合　　　計 97億5,647万円 51億2,797万円 52.6%

一般会計

特別会計

水道事業会計（公営企業会計）

下水道事業会計（公営企業会計）

※9月30日現在※表示している金額は、千円以下を四捨五入しているため、合計額と合わない場合があります。

問総務課　財務係　（☎ 78-3178）

区  分 歳　　　入 歳　　　出
会計名 予算現額 収入済額 収入率 予算現額 支出済額 執行率

国民健康保険特別会計 22億2,349万円 10億2,383万円 46.0% 22億2,349万円 8億2,541万円 37.1%
介護保険特別会計 17億6,744万円 8億5,256万円 48.2% 17億6,744万円 7億3,824万円 41.8%
後期高齢者医療特別会計 2億2,731万円 6,994万円 30.8% 2億2,731万円 4,778万円 21.0%

収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率
営業収益 2億3,536万円 1億931万円 46.4%
営業外収益 659万円 12万円 1.9%
特別利益 0万円 0万円 0.0%
合　　計 2億4,195万円 1億943万円 45.2% 合　　計 0万円 0万円 0.0%

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率
営業費用 2億586万円 4,227万円 20.5% 建設改良費 4,177万円 912万円 21.8%
営業外費用 2,982万円 1,169万円 39.2% 企業債償還金 5,341万円 2,658万円 49.8%
特別損失 0万円 0万円 0.0% 予備費 26万円 0万円 0.0%
予備費 283万円 0万円 0.0%
合　　計 2億3,851万円 5,396万円 22.6% 合　　計 9,544万円 3,570万円 37.4%

収　益　的　収　支 資　本　的　収　支

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率

収
入

区　　分 予算額 収入済額 収入率
営業収益 3億4,458万円 1億5,700万円 45.6% 企業債 1億8,610万円 0万円 0.0%
営業外収益 5億2,578万円 3億3,288万円 63.3% 他会計出資金 1億3,193万円 9,895万円 75.0%
特別利益 0万円 0万円 0.0% 国庫補助金 5,200万円 0万円 0.0%

工事負担金 1,323万円 719万円 54.4%
固定資産売却代金 0万円 0万円 0.0%

合　　計 8億7,036万円 4億8,988万円 56.3% 合　　計 3億8,326万円 1億614万円 27.7%

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率

支
出

区　　分 予算額 執行済額 執行率
営業費用 7億4,068万円 3億3,984万円 45.9% 建設改良費 1億3,611万円 613万円 4.5%
営業外費用 8,398万円 4,210万円 50.1% 固定資産購入費 26万円 25万円 97.3%
特別損失 6万円 4万円 60.4% 企業債償還金 5億4,908万円 2億7,302万円 49.7%
予備費 987万円 0万円 0.0% 国庫補助返還金 0万円 0万円 0.0%

予備費 500万円 0万円 0.0%
合　　計 8億3,458万円 3億8,197万円 45.8% 合　　計 6億9,046万円 2億7,940万円 40.5%
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長洲町職員の給与と
定員管理状況
　ここでは公務員の給与などについて住民の皆さんのより一層
の理解を深めてもらうため、町職員の給与、人件費、職員数など
「給与と定員管理状況」についてその概要をお知らせします。

※1　類似団体とは、人口規模、産
業構造が町と類似している町村で
す。類似団体の数字は平成31年
4月1日の数字です。                                   

※ 2　「平均給与月額 (A)」は、給
料月額と毎月支払われる扶養手
当、住居手当、時間外勤務手当な
どの諸手当の額を合計したもので
あり、地方公務員給与実態調査で
明らかにされているものです。

※ 3　「平均給与月額 (B)」は、国
家公務員の平均給与月額には時
間外勤務手当、特殊勤務手当な
どの手当が含まれていないことか
ら、比較のため国家公務員の同じ
ベースで計算したものです。

1.　人件費の状況（普通会計決算）

2.　職員給与費の状況（普通会計決算）

3.　職員の平均年齢、平均給料月額と平均給与月額の状況

区　分 住民基本台帳人口
(元年度末)

歳 出 額
Ａ 実質収支 人 件 費

Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

(参考)
30年度の
人件費率

元年度 15,975人 80億9,271万円 7,460万円 10億150万円 12.4％ 13.52％

※人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

区　分
職員数
Ａ

給　　　　　与　　　　　費 一人当たり給与費
Ｂ／Ａ給　 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 Ｂ

元年度 114人 4億814万円 5,603万円 1億7,309万円 6億3,726万円 559万円

※職員手当には、退職手当を含みません。
※職員数は、普通会計職員数で、特別会計職員など（上下水道、国民健康保険など）は含みません。

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
(A)※２

平均給与月額
(B)※３

長洲町 42.6歳 30万2,757円 34万1,523円 32万6,204円

国
(減税前) 43.2歳 32万7,564円 － 40万8,868円

類似団体
平均(※1) 41.5歳 30万7,485円 36万4,002円 33万4,664万円

（令和２年４月１日現在）

4.　ラスパイレス指数の状況　　　　（各年4月1日現在）6.　職員の初任給の状況　　　 （令和２年４月１日現在）

7.　職員の経験年数別・学歴別平均給料　　　 月額の状況（令和２年４月１日現在）

8.　職員の手当の状況

9.　特別職の報酬などの状況　　　　（令和２年４月１日現在）

5.　職員数の状況（各年４月１日現在）

※ラスパイレス指数とは国家公務員の給与水準を100と
した場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
※類似団体平均とは人口規模、産業構造が類似している
団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

※玉名郡市平均は、2市 4町の指数を平均したものです。

区　　分 令和元年度支給実績

期末手当
勤勉手当

期末手当 勤勉手当

2.60月分 1.9 月分

区　　分 長洲町初任給

一般行政職
大学卒 18万2,200円

高校卒 15万600円

区　　分 給　料　月　額　な　ど

給
　
料

町　長

副町長

教育長

75万0,000円

55万0,000円

50万0,000円

(参考)類似団体における
最　高／最低額

84万0,000円／62万5,000円

67万3,000円／54万0,000円

62万5,000円／50万0,000円

報
　
酬

議　長

副議長

議　員

33万4,000円

27万6,000円

25万1,000円

37万5,000円／28万0,000円

31万0,000円／22万0,000円

28万4,000円／19万5,000円

職　員　数 対前年
増減数令和元年 令和２年

普
　
通
　
会
　
計
　
部
　
門

一

般

行

政

部

門

議会
総務
税務
農水
商工
土木
民生
衛生

3
31
10
10
4
9
21
13

3
33
11
11
4
9
13
14

0
2
1
1
0
0
△8
1

計 101 98 △3

教育部門 14 16 2

小　計 115 114 △1

公
営
企
業
等

水　道
下水道
国保・介護

7
6
10

6
6
10

△1
0
0

小　計 23 22 △1

合　　　計 138 136 △2

※類似団体の数値は、平成31年４月１日現在の数値となっています。

区　分
経験年数

10年 20年 30年

一　般
行政職

大学卒 24万7,900円 31万9,533円 35万5,475円

高校卒 22万7,950円 30万5,000円 35万3,967円

86
88
90
92
94
96
98
100
102
104
106 ■H26　　■H31

長洲町 玉名郡市平均 類似団体平均 全国町村平均

95.7 96.1 95.694.8 95.1
96.7 96.3

95.3
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